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要約 

本研究では，若者の投票率が低迷していることに着目し，創価大学の大学生を対象に経済

実験として選挙を行った．その中で処置群と統制群に分けたうち，処置群に利他性と正の外

部性を強調する投票依頼を繰り返すというナッジを用い，統制群には投票期限のリマイン

ドのみ行った．両群の差異を比較することでナッジが与える投票促進効果と投票依頼への

印象について調べた．調査の結果，以下の三点が明らかとなった．（１）処置群の被験者に

おいて，初回の投票ではナッジが投票率を上昇させた．（２）２回目以降の投票ではナッジ

が投票率を上昇させる効果は見られなかった．（３）ナッジを行うことで，被験者たちは投

票への責任を強く感じた一方で反発を覚えるという印象を与えることが確認された． 
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1. はじめに 

 2023年 6月にネット投票を可能とする法案が国会に提出され，政府は 2025 年からのオ

ンライン投票実施を検討している．しかしながら，先行研究においてオンライン投票が投

票率を上昇させたという証拠はなく，むしろ投票率上昇に対して否定的である（e.g., 

Fujiwara, 2015; Norris, 2004）．本研究は、対面による投票とオンライン投票の実験を

行うことで，投票のオンライン化が投票行動に与える効果を調査した. 

 一方でナッジは投票行動に影響を与える．Gerber and Rogers（2009）は投票率が高い

ことを強調するメッセージを送ることによって投票意向が上昇することを示した．しか

し， Bond et al.（2012）は投票動員メッセージが実際の投票率を上昇させず，メッセー

ジに友人が投票したという情報が加わることで投票率が上昇したことを明らかにした．こ

れらの研究では，投票を呼び掛けるメッセージだけでは投票意向を高めるも投票行動を促

進しないことが明らかとなっているが，オンライン投票においても同様の結果が得られる

かはまだ明らかになっていない．本研究では，オンライン投票における投票促進ナッジが

投票行動へ与える影響を明らかにする． 

 本研究の経済実験において，投票のオンライン化は投票行動に影響を与えず，対面にお

ける投票促進ナッジも投票行動に影響を与えなかった．しかし，オンライン投票における

投票促進ナッジは短期的に投票率を促進させた．長期的には投票率を上昇させる効果は見

られず，投票促進ナッジを行ったグループは、行っていないグループよりも反発や同調圧

力を感じる結果となった． 

  

2. 実験デザイン 

 本実験では，投票のオンライン化が投票行動に与える影響と，自身の投票率が周りの人の

意見になるという利他的な性の外部性を強調した投票依頼が投票行動に与える影響，およ

びその投票依頼が被験者の印象に与える影響を明らかにするために，以下の実験をデザイ

ンした． 

 本実験は，創価大学に在籍する大学生に対して実験参加者を募り，6月 21 日，22日に実

験参加希望者 24人へ説明会を実施した．また，説明後，実験への参加に同意できない人に

は退室いただき，その後入室順番でグループ A，グループ Bと交互に振分けを行った．各グ

ループにおいて SNS 上でオープンチャットを作成し，これを用いて各グループへのメッセ

ージを送信した.投票行動を確認するために，説明会から１週間後の 6 月 28 日に投票日を

設定した．被験者にはグループごとに異なる投票引換券を配布し，投票日に持参することで

両グループ共に同じ投票券と交換した．これにより各グループの投票率を測定した．説明会

の最後に，投票意向についてのアンケートを行い，投票意向が高かったグループを処置群と
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し，そのグループに投票意向が高かったアンケート結果を投票日の 2 日前にオープンチャ

ットを通じてアナウンスした． 

 投票先は創価大学内において新型コロナウイルス蔓延のために休業していたカフェテリ

アを，今後もカフェテリアとして活用すべきか，それとも新しいレストランにすべきかとい

う２択である． 

 対面実験後、オンラインでの実験を 7 月 6 日から 7 月 13 日までの平日 6 日間で実施し

た．オンライン投票は投票フォームを Googleフォームで作成し，オープンチャットを用い

て投票フォームへのリンク先を配布することで実施した．被験者は対面投票の実験に参加

した者で，グループの変更はしていない．投票は一日一度ずつ計 6回実施した．対面時と同

じナッジを用いることによるナッジ効果の減退を防ぐために，異なるナッジを用いること

とした．統制群には当日に，投票開始のアナウンスと投票依頼を 30分前に一度行うのに対

し，処置群には当日に，投票開始のアナウンスに加え，投票終了までの残り時間と被験者の

投票行動が周りの学生の意見表明に繋がることを強調する投票依頼を複数回流した．投票

者には，投票後に選挙への参加意欲とオープンチャットへの印象についてのアンケートを 5

段階評価で回答してもらうことによって，被験者の印象を計測した．投票内容は以下の通り

である． 

 

第 1回目 案 1：本部棟１３階の元カフェがあった場所に、カフェを設置する。 

      案 2：本部棟１３階の元カフェがあった場所に、レストランを設置する。 

第 2回目 案 1：創価大学から西国分寺駅との往復便を追加する。 

      案 2：創価大学から国分寺駅との往復便を追加する。 

第 3回目 案 1：構内に分煙の喫煙所を作る。 

案 2：構内の完全禁煙を継続する。 

第 4回目 案 1：中央教育棟前のスペースに自転車専用駐輪場をつくる。 

案 2：中央教育棟前のスペースに原動機付自転車（原付）専用駐輪場を 

設ける。 

第 5回目 案 1：JR八王子駅までの直通バスの本数を増やす。 

案 2：創価大学付近にレンタルサイクルを設置する。 

第 6回目 案 1：オレンジパーキング（駐輪場）前に押しボタン式の歩行者信号を 

        設ける。 

案 2：白馬寮（駅伝部の寮）の前に押しボタン式の歩行者信号を設ける。 
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第１回目の投票内容は，オンライン時と対面時の投票率を比較可能にするため，同

一のものとしている． 

 

3. 仮説 

本研究の仮説は以下の通りである． 

（i） 投票意向が高いというメッセージが対面時の投票率を上昇させる． 

（ii） 投票のオンライン化が投票率を上昇させる 

（iii） オンライン投票において，投票促進ナッジが投票率を上昇させる． 

（iv） 投票促進ナッジが投票者に対して同調圧力や反発をより感じさせる． 

 

４．分析方法と分析結果 

 対面実験における投票の結果を表 3に示している．投票率は処置群と統制群共に等しく，

投票意向が高いというメッセージによる投票率の増加は見られなかった．よって仮説(ⅰ)

は支持されない．また統制群の対面投票と第１回オンライン投票の結果を比較しても、投票

率の変化が見られなかった．よって仮説（ii）も支持されない． 

 

表 1 対面およびオンライン投票の投票率 

  
対面 

オンライン 

 第 1 回 第 2 回 第 3 回 第 4 回 第 5 回 第 6 回 

統制群 33% 50% 17% 33% 17% 25% 17% 

処置群 33% 33% 25% 25% 17% 17% 8% 

 

次に，処置群が統制群と比較して参加率がどのように変化したかを分析する．表２はＯＬ

Ｓ推定の結果を表している．被説明変数は投票したときに１，しないときに０をとるダミー

変数である．（１）では説明変数として６回のオンライン投票全てにおける処置効果を推定

するために，被験者が処置を行ったグループ Aに所属していれば１，所属していなければ０

となるダミー変数を用いた．（２）では，グループＡに所属していれば１をとるダミー変数

を選挙ごとに作成し説明変数とした．その結果，全期間を通じた投票促進効果は見られなか

ったが，一日目は処置によって統計的に有意水準 10％で参加率が上昇する効果がみられた．

したがって，短期的には仮説（iii）が支持される． 

最後に投票者の投票促進ナッジに対する印象についての分析を行う．印象に関する各項

目は大竹ら（2020）に従って作成した．表３は統制群と処置群の投票者のオープンチャット

に対する印象について差の検定をおこなった結果を示している．「反発を感じる」，「責任  
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表 2 オンライン投票の参加率の変化の分析結果 

  (1) (2) 

定数項 0.208 *** 0.208 *** 

  (0.048)    (0.049)    

処置ダミー 0.056          

  (0.071)             

一回目処置ダミー          0.292 *   

           (0.156)    

二回目処置ダミー          -0.042 

           (0.121)    

三回目処置ダミー          0.125 

           (0.148)    

四回目処置ダミー          -0.042 

           (0.121)    

五回目処置ダミー          0.042 

           (0.137)    

六回目処置ダミー          -0.042 

           (0.121)    

観測数 144 144 

自由度補正済み決定係数 -0.003 0.004 

 括弧内の数値はロバスト標準誤差を表している．また有意水準は以下の通

りである．*** p < 0.01;  ** p < 0.05;  * p < 0.1. 

 

表 3 オープンチャットの印象についての検定結果 

  A  (N=19) B  (N=15)   

  平均 標準偏差 平均 標準偏差 ｔ値 P値 

今回の選挙への参加意欲は

ありましたか？ 

4.211 1.084 4.067 0.884 0.426 0.336 

次回の選挙への参加意欲は

ありますか？ 

4.316 1.157 4.067 1.100 0.641 0.263 

オープンチャットへの印象       

「投票したいと思う」 4.158 0.958 4.200 1.014 -0.123 0.451 

「反発を感じる」 1.579 0.902 1.133 0.352 1.973 0.030 

「責任感を感じる」 3.368 2.216 2.067 1.280 2.147 0.020 

「改善の余地がある」 2.105 1.823 3.200 0.941 -2.264 0.016 

「意味がわからない」 1.474 1.073 2.067 1.438 -1.331 0.098 

「同調圧力を感じる」 1.789 1.134 1.333 0.816 1.362 0.091 
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感を感じる」の項目では片側検定有意水準５％で処置群のほうが高い．さらに「同調圧力を

感じる」の項目では片側検定有意水準１０％で処置群のほうが高い．したがって処置群は，

ナッジを行うことによって精神的な費用を負っていることが明らかとなった．一方で「改善

の余地がある」という項目では処置群が統制群に比べて 片側検定有意水準５％で低かっ

た．統制群は何も処置がない事による投票への改善の余地があることを指摘しているとい

える．  

 

5．結論 

 実験の結果，オンライン時における投票促進ナッジが投票率を短期的に上昇させること

が明らかとなった．加えて，ナッジを行うことで，処置群の被験者たちは投票への責任を強

く感じた一方で反発を覚えるという印象を与えることが確認された．利他性や正の外部性

は責任感の増大に伴い一時的な効果として働くことはあるが，一方で過度な依頼は反発を

招き，かえって投票の意思が低下する可能性がある． 

 この結果から単なるオンライン化は投票率を上昇させないが，ナッジと組み合わせるこ

とで投票率を上昇させることが明らかとなった．しかし，選挙活動において有権者に過度な

投票依頼をすることはかえって反発を招き，投票率の低下を招く可能性が高くなると言え

る．したがって今後の投票のオンライン化は，適度な頻度による適切なナッジを組み合わせ

ることで投票率を促進できることが期待される． 
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